
日興アセットのETF
新NISAの成長投資枠は

「成長投資枠」対象外のETF5ファンド

「成長投資枠」の対象商品として届出を行なった   ETF31ファンド
（2023年10月2日現在）

新NISA制度「成長投資枠」対象/対象外ETF一覧

東京証券取引所に上場しているETFは証券会社で購入できます。

  現行NISAの「つみたてNISA」ならびに新NISAの「つみたて投資枠」の対象ETFです。ただし、金融機関によって取扱いは異なります。*
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コード
正式名称 連動対象指数等

1308 上場インデックスファンドＴＯＰＩＸ TOPIX （東証株価指数）

1330 上場インデックスファンド２２５ 日経平均株価

1578 上場インデックスファンド日経２２５（ミニ） 日経平均株価

1399 上場インデックスファンドMSCI日本株高配当低ボラティリティ MSCIジャパンIMIカスタム高流動性高利回り低ボラティリティ指数

1481 上場インデックスファンド日本経済貢献株 JPX/S&P 設備・人材投資指数

1586 上場インデックスファンドTOPIX Ex-Financials TOPIX Ex-Financials

1592 上場インデックスファンドJPX日経インデックス400 JPX日経インデックス400

1698 上場インデックスファンド日本高配当（東証配当フォーカス100） 東証配当フォーカス100指数

1322 上場インデックスファンド中国Ａ株（パンダ）E Fund CSI300 円換算したCSI300指数

1547 上場インデックスファンド米国株式（S&P500） * 円換算したS&P500指数

2521 上場インデックスファンド米国株式（S&P500）為替ヘッジあり 円換算したS&P500指数（円ヘッジ）

2235 上場インデックスファンド米国株式（ダウ平均）為替ヘッジなし ダウ・ジョーンズ工業株価平均（TTM、円建て）

2562 上場インデックスファンド米国株式（ダウ平均）為替ヘッジあり ダウ・ジョーンズ工業株価平均（TTM、円建て、円ヘッジ）

2568 上場インデックスファンド米国株式（NASDAQ100）為替ヘッジなし NASDAQ100指数（円換算ベース）

2569 上場インデックスファンド米国株式（NASDAQ100）為替ヘッジあり NASDAQ100指数（円建て、円ヘッジ）

1554 上場インデックスファンド世界株式（MSCI ACWI）除く日本 * 円換算したMSCI ACWI ex Japanインデックス

1680 上場インデックスファンド海外先進国株式（MSCI-KOKUSAI） * 円換算したMSCI-KOKUSAI インデックス

1681 上場インデックスファンド海外新興国株式（MSCIエマージング） * 円換算したMSCI エマージング・マーケット・インデックス

1486 上場インデックスファンド米国債券（為替ヘッジなし） S&P 米国債7-10年指数（TTM、円建て）

1487 上場インデックスファンド米国債券（為替ヘッジあり） S&P 米国債7-10年指数（TTM、円建て、円ヘッジ）

2093 上場Tracers米国債0-2年ラダー（為替ヘッジなし） 【参考指数】ICE BofA 1年米国債インデックス（為替ヘッジなし、円ベース（TTM））

1566 上場インデックスファンド新興国債券 円換算したブルームバーグ自国通貨建て新興市場国債・10％国キャップ・インデックス

2843 上場インデックスファンド豪州国債（為替ヘッジあり） ブルームバーグ豪州国債（7-10年）インデックス（為替ヘッジあり、円ベース）

2844 上場インデックスファンド豪州国債（為替ヘッジなし） ブルームバーグ豪州国債（7-10年）インデックスTTM（為替ヘッジなし、円ベース）

2861 上場インデックスファンドフランス国債（為替ヘッジなし） ブルームバーグ・フランス国債（7-10年）インデックスTTM（為替ヘッジなし、円ベース）

2862 上場インデックスファンドフランス国債（為替ヘッジあり） ブルームバーグ・フランス国債（7-10年）インデックスTTM（為替ヘッジあり、円ベース）

1345 上場インデックスファンドＪリート（東証ＲＥＩＴ指数）隔月分配型 東証REIT指数

2552 上場インデックスファンドＪリート（東証ＲＥＩＴ指数）隔月分配型（ミニ） 東証REIT指数

2566 上場インデックスファンド日経ESGリート 日経ESG-REIT指数

1495 上場インデックスファンドアジアリート 円換算したFTSE EPRA/NAREIT アジア（除く日本）リート10％キャップ指数

1555 上場インデックスファンド豪州リート（S&P/ASX200 A-REIT） 円換算したS&P/ASX200 A-REIT指数
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上場インデックスファンド日経レバレッジ指数 日経平均レバレッジ・インデックス

上場インデックスファンドMSCI日本株高配当低ボラティリティ（βヘッジ） MSCIジャパンIMIカスタムロングショート戦略85％＋円キャッシュ15％指数

上場インデックスファンド海外債券（FTSE WGBI）毎月分配型 FTSE世界国債インデックス（除く日本、ヘッジなし・円ベース）

上場インデックスファンドS＆P500先物レバレッジ２倍 S&P500先物２倍レバレッジ日次指数（エクセスリターン）

上場インデックスファンドS＆P500先物インバース S&P500先物インバース日次指数（エクセスリターン）

銘柄コード

2240

2239
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■リスク情報
●投資信託は、投資元金が保証されているものではなく、値動きのある資産（外貨建資産は為替変動リスクも
　あります。） を投資対象としているため、市場取引価格または基準価額は変動します。
　したがって、投資元金を割り込むことがあります。
　投資信託の運用による損益はすべて投資者（受益者）の皆様に帰属します。
　なお、投資信託は預貯金とは異なります。
●投資信託毎に投資対象資産の種類や投資制限、取引市場、投資対象国等が異なることから、リスクの内容や
　性質が異なります。
　金融商品取引所に上場され公に取引されますが、市場取引価格は、基準価額と変動要因が異なるため、
    値動きが一致しない場合があります。
■手数料等の概要
お客様には、以下の費用をご負担いただきます。

  売 買 手 数 料　    取扱会社が独自に定める手数料とします。詳しくは、取扱会社にお問い合わせください。
　　　　　　　　 なお、当該手数料には消費税等相当額 がかかります。

＜取引所における売買時にご負担いただく費用＞

＜信託財産で間接的にご負担いただく（ファンドから支払われる）費用＞

※上記手数料などの合計額については、投資者の皆様がファンドを保有される期間などに応じて
　異なりますので、 表示することはできません。
※詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

《ご注意》
●手数料等につきましては、日興アセットマネジメントが運用する ETF のうち、徴収するそれぞれの
　手数料等における最高の料率を記載しております。（当資料作成日現在）
●上記のリスク情報や手数料等の概要は、一般的な投資信託を想定しており、投資信託毎に異なります。
　詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）などをご覧ください。
■その他の留意事項
●当資料は、投資者の皆様に弊社の運用する ETF へのご理解を高めていただくことを目的として、
　日興アセットマネジメントが作成した販売用資料です。
●ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第 37 条の６の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用は
　ありません。
●投資信託は、預金や保険契約とは異なり、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象では
　ありません。
●投資信託の運用による損益は、すべて受益者の皆様に帰属します。当該ファンドをお申込みの際には、
　契約締結前交付書面などを十分にお読みください。

日興アセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第３６８号
加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会2023年10月2日時点

  信託報酬（年率）      上限 0.77825％ （税抜 0.7075％）
  そ の 他 費 用  　 組入有価証券の売買委託手数料、監査費用、立替金の利息、受益権の上場にかかる費用、
　　　　　　　　標章の使用料および    貸付有価証券関連報酬（有価証券の貸付を行なった場合は、
　　　　　　　　信託財産の収益となる品貸料に 0.55（税抜 0.5）以内
                                     （有価証券届出書提出日現在、0.55（税抜 0.5））を乗じて得た額）など
                                      ※その他費用については、運用状況などにより変動するものであり、事前に料率、
　　　　　　　　　 上限額等を表示することはできません。

ETFのご留意事項

＜取得・換金時にご負担いただく費用＞
  購入時手数料   　販売会社が独自に定める手数料とします。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
　　　　　　　 　なお、当該手数料には消費税等相当額がかかります。
  換 金 手 数 料　    販売会社は、受益者が解約請求、交換を行なうとき、および受益権の買取りを行なう
　　　　　　　　 ときは、当該受益者から、販売会社が定める手数料および当該手数料にかかる消費税等
　　　　　　　　 相当額を徴収することができるものとします。
　　　　　　　  　※ 詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
  信託財産留保額    上限 0.6％
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